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平成 30 年度定期監査結果（9 月分） 

 

 

第１ 監査対象及び監査実施年月日 

 

監 査 対 象 課 (局) 監査実施年月日 

秘書広報課、市民生活課、会計課、農業委員会事務局 平成 30年 9 月 28 日 

 

 

第２ 監査の対象期間   

 平成 30年 4 月 1日から平成 30年 7月 31 日まで 

 

 

第３ 監査の場所   

 監査委員事務局 

 

 

第４ 監査の方法 

平成 30 年度に執行中の財務に関する事務（予算の執行、収入、支出、契約、現金及び有価証

券の出納管理、財産管理など）及び経営に係る事業の管理について、あらかじめ提出された資料・

関連書類等に基づき関係職員から説明を聴取した。 

 

 

第５ 監査の着眼点 

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が、適正かつ効率的に行われ、住民福祉の

増進のために効果をあげているかなどを主眼に、監査基準に準拠し監査を実施した。 

 

 

第６ 監査の結果 

予算の執行及び事務処理状況は、おおむね適正であると認められた。 

なお、各課等の監査結果は次のとおりである。 
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秘 書 広 報 課 

 

１ 監査の概要 

 

（１）所管事務 

市長及び副市長の秘書に関する事務、市への陳情及び請願に関する事務、広報広聴の

業務に関する事務、市政案内資料の作成及び提供に関する事務等を行っている。 

 

 

（２）職員の配置状況（平成 30年 4 月 1日現在） 

秘書広報課 8 人 班 名 職員数 

課長  1 人 

副課長 1 人 

秘書班 3 人 

広報広聴班 3 人 

 

 

（３）予算の執行状況（平成 30年 7 月 31 日現在） 

一般会計 

（歳 入） 

款 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収入未済額 
収 入 率 

対予算 対調定 

諸 収 入 
円 

0 

円 

626,500 

円 

626,500 

円 

0 

％ 

― 

％ 

100.0 

収入済額の主なもの 

・バナー広告掲載料収入 590,000 円 

 

 

（歳 出） 

款 予 算 現 額 執 行 済 額 予 算 残 額 執 行 率 

総 務 費 
円 

30,444,000 

円 

12,309,380 

円 

18,134,620 

％ 

40.43 

執行済額の主なもの 

・広報活動費 委託料 4,667,240 円 

 

 

 

 

２ 監査の結果 

特に指摘すべき事項はない。 
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市 民 生 活 課 

 

１ 監査の概要 

 

（１）所管事務 

住民基本台帳、戸籍等に係る諸証明の交付に関する事務、人口動態調査に関する事務、

埋火葬許可及び火葬場使用許可に関する事務、印鑑登録及び印鑑登録証明書の交付に関

する事務、住民基本台帳ネットワークに関する事務、マイナンバーの管理及び交付に関

する事務、外国人住民の在留管理に関する事務、男女共同参画に関する事務、行政相談・

法律相談に関する事務、コミュニティ育成事業に関する事務、交通安全対策に関する事

務等を行っている。 

 

 

（２）職員の配置状況（平成 30年 4 月 1日現在） 

市民生活課 23 人 班 名 職員数 

課長  1 人 

副課長 1 人 

管理班  6 人 

窓口班 11 人 

市民生活支援班  4 人 

※再任用職員を除く 

 

 

（３）予算の執行状況（平成 30年 7 月 31 日現在） 

一般会計 

（歳 入） 

款 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 
収 入 率 

対予算 対調定 

使用料及び

手 数 料 

円 

27,546,000 

円 

8,618,000 

円 

8,518,200 

円 

99,800 

％ 

30.9 

％ 

98.8 

国庫支出金 7,692,000 3,481,000 3,054,000 427,000 39.7 87.7 

県 支 出 金 101,000 25,200 25,200 0 25.0 100.0 

諸 収 入 3,483,000 247,077 246,705 372 7.1 99.9 

計 38,822,000 12,371,277 11,844,105 527,172 30.5 95.7 

収入済額の主なもの 

・使用料及び手数料 戸籍謄抄本交付手数料     3,474,400 円 

・使用料及び手数料 住民基本台帳写交付手数料 2,739,000 円 
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（歳 出） 

款 予 算 現 額 執 行 済 額 予 算 残 額 執 行 率 

総 務 費 
円 

130,019,000 

円 

92,071,255 

円 

37,947,745 

％ 

70.8 

執行済額の主なもの 

・住民基本台帳事務費  委託料          31,323,456 円 

・市バス運営事業    備品購入費        29,660,440 円 

・コミュニティ育成事業  負担金補助及び交付金   10,800,000 円 

 

 

 

２ 監査の結果 

特に指摘すべき事項はない。 
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会  計  課 

 

１ 監査の概要 

 

（１）所管事務 

支出負担行為及び支出決議票の調査及び確認に関する事務、収入調定に関する事務、

現金の出納及び収支日計に関する事務、有価証券の出納及び保管に関する事務、決算の

調整に関する事務、財産の記録管理及び調書の作成に関する事務、県税の払込み及び千

葉県収入証紙の受払に関する事務等を行っている。 

 

 

（２）職員の配置状況（平成 30年 4 月 1日現在） 

会計課 6 人 班 名 職員数 

課長 1人 出納班 5 人 

 

 

（３）予算の執行状況（平成 30年 7 月 31 日現在） 

一般会計 

（歳 入） 

款 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収入未済額 
収 入 率 

対予算 対調定 

県 支 出 金 
円 

1,938,000 

円 

44,887 

円 

44,887 

円 

0 

％ 

2.3 

％ 

100.0 

 

 

（歳 出） 

款 予 算 現 額 執 行 済 額 予 算 残 額 執 行 率 

総 務 費 
円 

4,205,000 

円 

3,435,882 

円 

769,118 

％ 

81.7 

執行済額の主なもの 

・会計管理事務費 役務費 2,464,278 円 

 

 

 

 

２ 監査の結果 

特に指摘すべき事項はない。 
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農 業 委 員 会 事 務 局 

 

１ 監査の概要 

 

（１）所管事務 

農地に関する訴訟、訴願、陳情及び嘆願に関する事務、農業委員会の会議に関する事

務、農地の移動調整及び転用に関する事務、農地台帳に関する事務、農地の諸証明書に

関する事務、農業者年金業務委託事務に関する事務、遊休農地に関する事務等を行って

いる。 

 

 

（２）職員の配置状況（平成 30年 4 月 1日現在） 

農業委員会事務局 5 人 班 名 職員数 

局長 1 人 次長 1 人 農地庶務班 3 人 

 

 

（３）予算の執行状況（平成 30年 7 月 31 日現在） 

一般会計 

（歳 入） 

款 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 
収 入 率 

対予算 対調定 

使用料及び 

手 数 料 

円 

80,000 

円 

21,600 

円 

21,600 

円 

0 

％ 

27.0 

％ 

100.0 

県 支 出 金 7,295,000 0 0 0 0.0 0.0 

諸 収 入 1,589,000 1,765,700 0 1,765,700 0.0 0.0 

計 8,964,000 1,787,300 21,600 1,765,700 0.2 1.2 

 

 

（歳 出） 

款 予 算 現 額 執 行 済 額 予 算 残 額 執 行 率 

農林水産業費 
円 

19,117,000 

円 

6,711,694 

円 

12,405,306 

％ 

35.1 

執行済額の主なもの 

・農業委員報酬 報酬 5,176,000 円 

 

 

 

２ 監査の結果 

特に指摘すべき事項はない。 


